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たことを契機とした, 公法学における議論は, しかし, 既に法的に対応す
べき問題の有無に関する認識のレベルで対立していた (第 1 節)。その結
果, 和解手続も, 一方では透明性や対等な対話を作り出したことが評価さ
れつつ, 他方でその「非法治国性」やある種の権威主義が批判されること
になる (第 2 節)。法定の公衆参加制度が事業に対する受容を生みだすこ
とができなかった点に制度の欠陥を見出す立場からは, 様々な改善提案が
なされた (第 3 節) が, 計画確定手続における公衆参加の現状に対する
不満の中には, 制度内在的限界といわざるを得ないものもある (第 4 節)。










































































と (行政手続法73条 4 項 1 文, 6 項 1 文) が批判される。むしろ, 参加
手続を権利保護と潜在的紛争に関する情報収集手段にとどめるのではなく,
行政と市民との対等な対話の場 [Mitsprache] とすべき, と主張される。
(117)
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ける権利 (行政手続法72条 2 項, 73条 2 項ないし3a項), 聴聞権 (同73
条 4 項, 5 項), 討議権 (同73条 9 項, 74条 2 項) を付与し, それらを通
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対して, 他の私人や団体とは区別された形で, 計画確定手続 (行





きものであり, それらが相俟って, 環境面, 経済面, 社会面の持続性が達
成されるべきものとされているのであるから (国土整備法 2 条 2 項), 公
論
説




行政手続法によれば, 事業主体は, 事業内容とその動機, 事業の影響を
受ける土地と施設を認識することができる図面と説明書からなる計画を聴
聞行政庁に提出して, 聴聞手続の開始を申請する (行政手続法73条 1 項)。
つまり, 計画確定手続は事業の必要性や計画の概要が事業者内部で決定さ
れた後の段階で行われるものであり, もはや事業を行うか否か (Ob) はも











ここで模範とされたのは, 建設法典 3 条 1 項の定める, 建設管理計
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このような制度を参照して, 事業の要否 (ob) の判断への参加手続の導
入が提案された。事業の要否の判断への参加こそが「真の」公衆参加で
あり, このような参加を通じて,市民は｢異議を申し立てる利害関係人 [Be-
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3. 公衆参加の集約
事業に対する受容を損なっているような, 現行法上の公衆参加制度の欠
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道庁の公正さが疑われたとしても不思議ではない。そこで, 中立性を確保
する場として国土整備手続が注目されるのである。国土整備計画は「統合
的, 広域的, 分野横断的 [	











































































































































第 3 章 若干の検討













































































するために, 手続の中立性を再建する方策が検討されたのであった (第 2
章第 3 節 4 )。
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第 3 節 行政手続法2013年改正


















































上述したように (第 2 章
第 3 節), シュツットガルト21をきかっけとして計画確定手続に早期公衆
参加制度を導入すべきことが主張されたのであるが, それらの主張は, 建
設法典 3 条 1 項に基づいて実施されている, 都市建設計画における早期
公衆参加をモデルとしていたのであった。
行政手続法25条は, 申請者に対する申請前指導および協議に関する規
定である。その第 3 項として, 早期公衆参加制度が導入された。それに
よると, 行政庁は,「多数の第三者の利益に少なからざる影響を与えうる
事業の計画 [die Planung von Vorhaben, die nicht nur unwesentliche Aus-
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に早期市民参加を実施するよう促す。ここで求められている早期市民参加
とは, 利害関係ある公衆に対して, 事業主体が事業の目的, 実現手段, 予
想される影響について説明し (行政手続法25条 3 項 1 文), 利害関係ある
公衆がそれに対して意見を述べ, 事業主体と討議する (行政手続法25条
3 項 3 文) というものである。早期市民参加の結果は, 遅くとも正式の
許可申請までに, 利害関係ある公衆と行政庁に対して通知されなければな























































































人間や動植物, 土壌, 水, 大気, 景観等に対して直接間接に及ぼす影響が
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行とゼネコンの利益になるだけ」というものであったという。第三はとも











































































(109) 行政決定の民主的正統化については, さしあたり, 野田崇「市民参加
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